
中国における PFAS 対策技術最新レポート 

(2026 年夏に更新決定) 
 

 

PFAS地政学と対策技術の問題点 (国内情報誌に寄稿) 

 

2024 年セミコンジャパンで講演した「PFAS Geopolitics」について、PFAS 問題クロニクル、

PFAS 対策技術コンソーシアム設立の経緯や現在喫緊の課題となっている「熊本 TSMC と千

歳 Rapidusの成否」について解説する。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

2010年 9月から 2020年 4月に沖縄米軍基地より AFFF が流出するまでの約 10年間、国内

PFAS 対策が全く進展しなかった原因を「日米地位協定」に求める向きもあるが、むしろ全て

にアメリカのご機嫌伺いが暗黙の了解である日本の構造的問題と考えられる。PFOS/PFOA

の世界最大の製造企業は、中国を除き 3M 社と DuPont 社であり、巨額の税金を納めている

両社の死活問題はアメリカ国家自体の問題であることは想像に難くない。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

PFAS地政学については、欧米・日本の代わりに過去 15年以上 PFASを生産し、世界に供給

してきた中国の存在を忘れることはできないが、スペースの都合で省略する。PFAS対策技術

コンソーシアムデータベースの「中国における PFAS 対策最新技術レポート (会員限定 , 

https://staff.aist.go.jp/nob.yamashita/library.html)」を参照されたい。 

 

上の観点から、中国における PFAS対策最新技術レポート 

(Report about Studies on PFASs in China, with Special Focus on Removal Processes (2025))  

を会員限定で公開中です。 

世界の第一線で活躍する 20 名近い PFAS 専門家を輩出している産総研 PFAS 研究室の卒

業生が香港城市大学の Paul Lam 教授と共同執筆しました。単なる現状報告ではなく、中国

PFAS 問題・対策技術の「過去・現在」を理解し、「未来」を知るための貴重な報告ですので、

国内産官学の皆様の PFAS対策技術開発に利用していただければ幸いです。 

 

PFAS対策技術コンソーシアムの会員限定データベースで公開中です。 

 

https://www.campuscreate.com/pfas-office/ 

https://www.campuscreate.com/pfas-office/


 

現在の世界経済において中国抜きで技術開発を進めようとするのは「老害」に過ぎません。 

アメリカ企業支援のために日本の PFAS 対応を 20 年近く無視してきたアメリカ子会社 (日の

丸株式会社) として倒産するか、カナダと日本の後塵に拝しながら現在は PFAS 対策技術の

中心となった欧州・中国と協調して ECHA 規制に貢献するか、待ったなしの時代を楽しんでい

ただければ幸いです。 

 



 

 

 

 

 



 

 

 


